






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































アメリカ イギリス ドイツ フランス イタリア 日　　本 低開発国























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































30 100 19，827 100 26，542 0，747
31 114 22，051 127 28，007 0，787
32 142 23，243 130 29，834 0，779
33 138 22，423 161 31，128 0，720
34 148 23，885 165 33，100 0，721







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































31 15，405 405，620 365 15，454
32 29，839 875，380 3，122 215，587 26，767 660，687 50 894
33 19，892 626，158 4，091 236，829 16，375 396，103 574 6，774
34 23，053 848，361 5，700 273，455 18，827 590，431 1，474 15，525
35 27，629 1，158，423 9，865 370，876 23，041 836，880 5，277 48，333
36 29，600 1，464，624 29，846 735，024 20，179 894，006 20，425 164，406




















内 需 国産出荷高 輸 入 輸 出
台劃金額台劃金額台剃金額台剃金額
32年 5，077台 374，308 3，047台 240，388 2，135台　143，341 105台 9，421
33 5，664 405，886 3，089 228，510 2，675　　187，320 100 9，944
34 16，494 2，043，36ユ 15，433 1，933，343 1，878　　176，575 817 66，557
35 47，728 4，889，776 48，246 4，618，321 2，493　　288，932 3，011 19，477
36 92，245 8，681，128 92，312 8，251，450 4，098　　493，597 4，165 63，919

































































































































































































































































30年 2，062 567 12．6 29．2 832 54．2 74．5 47．0 75．4 53．9
31 3，041 1，166 26．0 45．8 941 61．3 81．4 57．5 84．9 61．3
32 5，049 2，259 50．4 53．8 1，085 70．7 84．2 67．9 89．7 70．9
33 6，236 1，659 37．0 55．3 1，197 78．1 86．2 66．7 84．3 77．5
34 7，710 2，059 46．0 71．1 1，394 90．9 92．6 80．1 92．0 85．8
35 11，617 4，474 100．0 100．0 1，533 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
36 17，892 7，441 166．3 129．1 1，842 120．1 111．8 119．4 108．3 119．1
37 24，198 8，565 191．4 122．7 2，012 131．2 123．0 129．3 111．4 139．2
38 32，328 9，789 218．7 133．6 2，379 155．1 136．3 142．3 119．9 168．5

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































3眸 36年 37年 38年
日本冷凍機製造協会，『冷凍と冷房』，1965－4No．62。
建築着工面積（X2十X，十X，）とターボ冷凍
機とについてトレンドを計算し，それにたい
する観察値の比をとってみると，うえの第9
図のようになる。約3ヵ月のタイム・ラッグ
が両者のあいだにみられることがわかる。
　そこで，モデルを
　　D（t）＝αo十α、X、（t－1）十α2×2（t－1）
　　　　　＋α，X、（t－1）＋α、X、（t－1）＋u
　　　　　　　　　　　　　　　　　（58）
のごとくに設定したが，鉄工業用と公益事業
用とはそのウエイトが小さいことと，その係
数が不安定であるために，除去することに
し，結局において，
　　D（t）　＝－5．165十〇，016X，（t－1）
　　　　　「ト0．029×4（t－1）
　　R＝＝O．987　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（59）
が導出されている。
　っぎの問題はこのX、とX、をもとめるこ
とである。ここで想起しなければならないこ
とは，このターボ冷凍機は，建築物に装着さ
れる耐久生産財であるということである。し
たがって，そのストック量が重要な役割りを
演じる。商業部門にたいする生産物供給の伸
び（いいかえると，新規の建築物供給）は産
業活動水準の伸びに依存する。その指標とし
て考えられるもっとも一般的な指標は鉱工業
生産の増加である。さらに，たんにその増加
だけが影響要因であるというわけにはゆかな
い。その国の生産水準そのものが低いときと
63
その水準が高といきでは，冷房装置のような
ものにたいする需要水準そのものはことなる
からであろう。これらを考慮してモデルを設
定すると，推定結果は，
　　X2（t）＝＝－1，181十4．606Y（t－1）十
　　　　　　　　　　（0．25）
　　　　　6．535［1（t－1）－1（t－2）］
　　　　　（773）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（60）
　　R＝O．984
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4，000
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〔資料出所〕　日本冷凍機製造協会，『冷凍と冷房』，
　　　　　1965－4No．62。
需要予測の序論的研究（渡部）
となる。また，ホテル，映画館，病院などの
サービス部門の需要は個人消費支出の関数と
みなされ，計測結果は
　　X，（t）＝＝－689→－1．442C（t）　　テ＝O．984
　　　　　　　　（O．　058）
　　　　　　　　　　　　　　　　（61）
である。
　いうまでもなく，パラメータの推定の順序
は，記述の順序とはことなり，（60）と（61）
とについてパラメータを推定し，そのあとで
　　　A　　　　　　A
計算値X、とX、とを用いて（58）のパラ
メータを推定することになる。この点はさき
に逐次代入法として説明しておいたとおりで
ある。なお，それぞれのモデルについてシミ
ュレートした結果はつぎのとおりである。
　ところで，おなじ生産財でも，その財があ
る完成生産物のための原材料として用いられ
るような場合は，部分品や装着品の場合とは
ことなった需要構造をしめすことになるであ
ろう。もちろん，この揚合でも，それがきわ
めて技術的に決定されることがある。一定パ
ーセントの化学薬品が一定量の医薬品の生産
につねに必要とされるような揚合がそれであ
る。このときの需要モデルは簡単であり，し
かし，つねにそのような形で分析がすすめら
れるとはかぎらない。たとえば，塩化ビニー
ルをとって考えてみよう。
　　D＝3αX　　　　　　　　　　　　（62）
ということになる。かりに最初にある一定量
を投入しなければならないとしたら，それを
α。とすると，
　　D＝α。Xa　　　　　　　　　　　（63）
となるであろう。これは一種の技術関係とよ
ぶべきものである。
　もちろん，Xという原材料のみならず，他
の原材料がある程度まで代替的に使用できる
ようなときにはそれを考慮することが必要と
なるであろう。たとえばYという原材料も用
いられ，しかもある程度はX財のかわりにy
財を用いることができるとしよう。そのとき
（63）のかわりに，
64
D＝　a，xaYb
というモデルをもつことになる6）。
（64）
　原材料的な性格をもつ生産財の多くは非常
に多くの用途をもっているのが普通である。
化学製品，石油製品については，その点はい
うまでもなく明らかであり，金属製品にして
も同様である。
　そういう場合，それらの需要分析をおこな
うためには，それらの生産財にたいする需要
は最終の完成生産物にたいする需要から派生
的に生じてくるものであるという事実に留意
することが必要である。つぎの図表をみても
らいたい。
曜　完成到1
圖
完・消費財
o
1
．
　これは各種の完成生産財A，B，C，……や
完成消費材a，b，C，……の生産には原材料
やエネルギーの場合にもおなじようにあては
まる。この関係は非常に直接的であるため，
原材料は需要部門の生産量にたいし，ストッ
ク量ではなくて，フロー量でもって対応して
いる。
　したがって，この種の生産財における需要
予測にあたっては，この完成生産物ごとにモ
デルを設定することが必要である。A財につ
いてその原材料需要と゜A財需要との関係を個
別にしらべ，a財についても同様のことをお
こなう。いうまでもなく，この分類はできる
だけこまかい方がよいであろう。完成生産財
グループにっいては装着品のケースとほとん
どおなじように考えてゆくことができる。し
かし，完成生産財A，B，C……等の需要その
ものを明らかにしなければならない。これに
ついてはすでに説明したところにしたがえば
よいであろう。また，完成消費財a，b，ら
……凾ﾌ需要は，消費財の需要分析の手続き
需要予測の序論的研究（渡部）
にしたがえばよい。こうした手続きをとって
需要予測の手続きをふんだ例として塩化ビニ
ールの需要予測の例をあげておζう。
　この例では，生産物の分類は需要予測の視
点からもっとも良いと判定された8個のグル
ープに分類されている。多くの試みの後に，
それぞれについてつぎのようなモデルを推定
している。
　硬質管：D（t）＝－959．842－1．017P（t）
　　　　　　　　十18．1711（t）十17．686t
　　　　　　　　十〇．120t2
　　雑貨用：D（t）　＝・　－8．50＋7．743C（t）
　　　　　　　　　－9．126P（t）
　硬質板工業用：D（t）　＝－83．6＋5．151（t）
　　建材用：D（t）＝36．7＋31。64（の
　一般用フィルム：D（t）＝－965．21
　　　　　　　　　　　　十1．797C（の
　　　　　　　　　　　　十〇．252P（t）
　農業用フィルム：D（t）＝623＋7．54（t）
　　　　　　　　　　　　－4．84P（t）
　シート：D（t）＝－2．　583十〇．0706C（の
　　　　　　　　一〇．8014P（の
・ザー・雲1望一α・248C（・）
　　　　　　　　　十〇．0004P（の一〇．0001
　　　　　　　　　　Y（t）－11，650
　電　線：D（t）＝　127，180×1．1453（の
　　　　　　　　×0．35×P（t）×0．40
　ここでCは個人消費支出，1は鉱工業生産
指数，Pは価格，彦は時間をあらわしてい
る。このモデルのうち，レザーについてはレ
ザー需要の水準ではなく，その増加率をとっ
ているが，この点はそればかりでなく，価格
についてのパラメータがプラスの符号をとっ
ていることとともに，モデルの経済学的意味
づけに困難がともなうように思われる。つぎ
に特徴のあるのは，電線用塩化ビニール樹脂
需要のモデルである。これについてだけすこ
し説明を加えておこう。この需要はプラスチ
ック電線の総生産量がわかれば当然に樹脂需
65
要がわかってくる。これは一種の技術的な関
係とみてよい。したがって，両者の比率をa
とすれば，
　　a＝：D／Lp　　　　　　　　　　　　（64）
となる。ここでLpはプラスチック電線をし
めす。ところで，絶縁電線生産L．にしめる
Lpの比をbとすると，
　　b：＝Lp／Lu　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（65）
となり，さらに，全電線の生産量をLとし，
そこにしめるLuの比をCとすれば，
　　C＝　Lu／L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（66）
となる。そこで，a，b，C，の値がわかり，
Lがあたえられるならば，電線用塩化ビニー
ル樹脂にたいする需要Dは，
　　D＝＝a・b・c・L　　　　　　　　　（67）
によってあらわすことができる。
　このうち，bは絶縁電線にしめるプラスチ
ック線の占有率をあらわすわけであるから，
この占有率bについてはとくにモデルを構成
し，また全電線生産量についてもおなじよう
にモデルを設定する。前者については，占有
率それ自体はロジスティック曲線をしめすも
のと想定して，
　　　　　　　84．879
　　　　　　　　　　　　　　　　　（68）　b（t）　＝
　　　　　1十1．618e－o・149t
と推定し，後者については時間tの関数とし
て，
　　L（t）＝127，180（1．145）t　　　　　　　　（69）
のごとく推定している。また，パラメータa
とcとはそれぞれの平均値0．40と0．35と
を用いることにする。それらの値と（68）と
（69）を（67）に代入したものが電線用塩化ビ
ニールの需要モデルである。
　生産財の需要予測にとって，価格が重要な
役割りをもつことがしばしばある。この場
合，価格についてのデータがそろっているこ
とが当然の前提である。ところが，価格が需
要モデルのなかへはいるということになる
と，価格そのものについての予測を何らかの
形でおこなわなければならないであろう。そ
需要予測の序論的研究（渡部）
こでその生産財の価格についてのモデルが必
要となってくる。
　ところで，価格と需要との関連についての
基本的な原理は，すでに本誌前号において取
り扱った計量経済学的方法の該当箇所で説明
されている。一般的にいうならば，ある財の
価格はその需給関係によって決定される。し
たがって，価格の予測をおこなうためには，
需要関係と供給関係と市場における需給均衡
という三つの関係を同時に考慮することが必
要である。いまある生産財の需給市揚につい
て単純な体系を想定することにしよう。それ
を，
　　D（t）＝α。＋α、P（の＋α、y（t）
　　　　　　十u（彦）　　　　　　　　　　　　　　（70）
　　S（t）＝β。＋β、P（の＋β、Z（彦）＋v（の
　　　　　　　　　　　　　　　　　（71）
　　D（t）　＝＝S（の　　　　　　　　　　（72）
のようにあらわすことになる。ここで，Dは
需要，Sは供給，　Pは価格，　YとZとはある
影響要因であるとする。すでにのべたよう
に，この誘導形は，
　　D（t）＝・S（t）＝θe十θY（の十θ2Z（t）
　　　　　一｝－u．（t）＊　　　　　　　　　　　　　　　（73）
　　1）（t）＝　ηo十rp，Y（t）十η2Z（彦）十v（t）＊
　　　　　　　　　　　　　　　　　（74）
となる。ここでθとηとはいずれも（70）（71）
におけるパラメータα，βの関数であり，U＊，
V＊は撹乱項である。いうまでもなく，これ
は，需要と価格とを外生的な要因YとZによ
ってあらわした関係式である。
　価格をも考慮したモデルということになる
と，正統的にはこのような形のモデルによっ
て分析することになるであろう。これにもと
ついて，モデルを作成した例をみてみよう。
一般産業機械についてのつぎのモデルはその
ような意味で，これまでのものとはすこし異
なっている。一般産業機械にたいする需要X
は，その一般産業機械の価格Pxと民間にお
ける設備投資水準rとに依存するものと考え
66
られる。この価格Pxは市場における需要関
係をとおして決定されるものとすれば，供給
が関与してくることになるであろう。一般産
業機械の供給Sはおなじくその価格Pxと機
械工業部門における生産設備のストック量K
とによって決定されてくるものと考えられ
る。したがって，モデルは，
　　D・＝cro十α1P澱十α21十u　　　　（70）’
　　S＝βo十β。Px十β2K十v　　　　　　（71）ノ
　　D＝S　　　　　　　　　　　　（72）！
ということになる。したがって，誘導形は
PxとD（＝S）とに関して上の体系を解いた
ものとなるから，（73）（74）のごとくいずれ
も1とKとの関数となる。すなわち，
　　D＝θo十θ、1十θ2K十u＊　　　　（73）’
　　P＝詔ηo十η11十η2K十v＊　　　　　　　　（74）’
となるであろう。
　この（73）’（74）tについての推定結果は，
　　X（t）＝17．80十〇．02771（の
　　　　　　　　（0．0043）
　　　　　十〇．00864K（t）
　　　　　（0．00397）
　　R＝O．9853　　　　S＝：8．92
　　1）x（t）＝　105．25十〇．013831（t）
　　　　　　　　　（0．00255）
　　　　　－0．008583K（t）
　　　　　　（0．002354）
　　R＝O，8247　　　　S＝5．28
となっている。このようにして，一般産業機
械需要のモデルがえられたわけである。もし
（70）’の形における需要関数をもとめるとす
れば，さきに説明した「誘導形法」のやり方
にしたがってα。，α、，α2の推定値を決定すれ
ばよろしい。これについてはとくに説明を加
える必要はないであろう。
　しかし，価格がつねにこのような形で決定
されるとはかぎらない。たとえば，生産財の
価格が，いわゆるフル・コスト原則によって
決定されているようなケースにおいては，価
格はむしろコスト条件からきまってくる。い
いかえると，供給側の条件が重要な役割りを
需要予測の序論的研究（渡部）
もっている。需要条件は，この揚合に価格決
定に役割りを演じないわけであるから，価格
を説明変数とした需要モデルは成立しうるこ
とになる。すなわち，
　　D＝αo十α，P十α2Y十u　　　　　（75）
というモデルはそのままの形で用いることが
できる。このときには，価格Pはそれ自体と
して予測しなければならない。価格は供給量
が大きいときには大規模生産の利益で低下す
るということもあり，逆に，供給量カミ増大す
るときにはコストが上昇してゆくということ
もおこりうる。そのいずれがおきるかはその
産業の生産設備の性質と利用度とに依存する
であろう。このような単純なケースにおいて
は，
　　P＝＝βo十β，S十v　　　　　　　　　　　　　　　（76）
となってしまう。もし他の要因（それは需要
から独立であるようなもの，たとえば労働賃
金，輸送費など）があれば，それを上式に追
加してゆくことができる。
　便宜的には，ある生産財の価格は他の財の
価格とかなり密接の関連をもって変動してい
ることがある。このときには，その問題の価
格カミ依存している他の価格をP。とおけば，
　　P（t）　＝＝ao十aiPo（の十u　　　　　　　　　　（77）
という形になる。たとえば，工作機械の価格
Pの動きが一般産業機械の価格P。の動きと
密接に関連しているとみなされる場合，上式
があてはまるが，その考え方にたって推定さ
れた結果は，
　　P（t）＝－9，93十11．186Po（の
　　　　　　　　（0．050）
　　R＝O．9505
である。
　いうまでもなく，（76）のような考え方を
もうすこし詳細に考えるときには，いわゆる
費用関数に類似したものを取りあげなければ
ならない。たとえば，通常よくいわれるよう
に，ある生産物のコストは賃金と原材料費と
その他の費用とからなりたっている。このコ
ストは供給条件となるわけであるが，結局に
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おいて価格はこのコストによって説明されて
しまう。こうしたケースのモデルを考察して
みよう。まず，生産物一単位あたり賃金”は
製造工業における平均賃金水準VVmや操業
度R，さらには労働生産性Vなどによって影
響をうけるであろう。したがって，一単位当
り賃金コストは，
　　w＝＝f（VVm，　R，「V）　　　　　　　　　　　　　（78）
によってあらわされる。たとえばこれは，
　　ω＝（α。wa’）（β。＋β，R）（γ。V”）
　　　　　　　　　　　　　　　　（78）ノ
のごとくあらわすことができる。このモデル
によるパラメータ推定はグラフを用いて逐次
的に決定してゆけばよいであろう。
　一単位あたり原材料費Aは，その原材料の
価格に依存するわけであるから，それについ
て適当なモデルを設定する。もしその価格が
その国の生産活動水準Yにほぼ比例的に上昇
しているならば，たとえば，
　　A＝aoYαiv　　　　　　　　　　　　（79）
ということになるであろう。この原材料費と
賃金コストをその生産物のコストよりさしひ
くならば，残りはその他の費用（資本費用を
ふくむフル・コストの考え方によるときには
機会費用とみなされる利潤部分もふくまれ
る）0となる。この費用部分0は生産活動に
よって影響されるから，もっとも単純には生
産設備の大きさに依存すると考えられる。し
たがって，Kを設備の大きさとするならば，
たとえば，
　　O・＝　b，Kbi　　　　　　　　　　（80）
のごとく想定できるであろう。もし生産設備
そのものよりもむしろその利用されている水
準が問題であるならば，生産設備のかわり
に，それに操業度Rをかけた稼働している設
備RKを用いればよいであろう。いずれにせ
よ，いまはモデル構成にあたっての例をしめ
しているわけであるから，対象としている生
産物の性質に応じてもっとも適当していると
思われる構成をとればよい。
需要予測の序論的研究（渡部）
　生産コストを構成している賃金と原材料費
とその他の費用とについてそれぞれのモデル
ができあがったから，生産物一単位あたりの
コストーしたがって，供給価格は，
　　P・＝（α。W錫）（β。＋β1R）（γ。V「・）
　　　　十a。ツα1十b。Kb・十u　　　　（81）
のごとくあらわされることになるであろう。
もしこれらの構成要因と価格とについて除去
することが望ましいトレンドがみいだされた
ならば，それを除去する手続きをとるのがよ
いであろう。生産財の価格がそれにたいする
需要と関連をもつことがはっきりしていて
も，単一の価格を想定できないということが
おこりうる。このような場合，便宜的には代
表的な機種，規格ないしは品種をとりあげそ
の価格系列を用いることになる。もし代表的
なものがいくつかあるときにはそれらの価格
の加重平均をとった平均価格系列を計算しな
ければならないであろう。
【注】
　1）この点は，いうまでもなく，資本設備の耐
久年限と関係がある。したがって，もしその耐久
年限がきわめてみじかくて，需要予測の単位期間
内に消耗してしまうようなものであるならぱ，過
去において設置されてきた資本設備がもっている
生産能力というようなものは考慮する必要がなく
なってしまうであろう。そのような場合には，理
論的には建設期間のみが重要な要因となってくる
ことになる。そうして，たとえぱ，一期間前に生
産された資本設備でもって，っぎの期間に生産さ
れた資本設備でもって，つぎの期間における生産
がおこなわれるというようなことになるであろ
う。しかし，より一層に現実的であろうとするな
らば，そのようなタイプの資本設備の場合におい
ては，むしろ建設期間は予測単位期間のなかに完
全にはいってしまうとする方がよい。このような
タイプの資本設備はまったく存在しないというこ
とはできないかもしれないが，しかしまずそれほ
ど真面目に論じなければならないほどに，現実に
よくみられるようなものではない。したがって，
以下では，このような極端にみじかい耐久期間の
資本設備のことは除外してゆくことにしよう。
　2）この点については，J．　Johnston，　Econo・
metric　Methods，　New　York，　McGraw・Hill，
68
1960，chap．8，　pp，211～215を参照されたい。
きわめて明解な説明がそこにみいだされる。
　3）詳細についてはM．H．　Spenser，　C．　G．
Clark，＆P．　W．　Hoguet，　Business　and　Eco・
nomic　Forecasting：An　Econometric　APPtoa。
ch，　Illinois，　R．　D．　Irwin，1961，　chap．8を参
照されたい。
　4）R．Stone　and　D．　A．　Rowe，“The　Mar・
ket　Demand　for　Durable　Goods，”　Economet－
rica，　Vol．25，　No．3，　July，1957．
　5）経済計算にっいては，たとえばシュナイダ
・一 w経済計算』　（島野卓爾訳）ダイヤモソド杜刊
を参照されたい。
　6）このような型のモデルはいわゆるコブ・ダ
グラス型の生産関数に属するものである。この関
数の推定上の諸問題についてはM．Nerlove，
Estimation　and　ldentification　of　Cobb－Dou－
glas　Production　Functions，　Rand　McHally
and　Company・Chicago，1965
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